
① 営農型SSによる売電収入、バイオ炭販売やそのカーボンクレジット収益
等、新たな収入源を確保する新しい農業経営モデルの構築により、高収
益化、新規就農者確保、関係人口増加を推進

② 営農型太陽光発電取組支援ガイドブック(農林水産省)の事例として取り
上げられている市民エネルギーちばが中心となって運営するソーラーシェア
リング・アカデミーを通じ、水田営農型SSのノウハウ等を市内外に共有。

     また、滋賀県米原市、新潟県関川村、熊本県あさぎり町との地域間連
携により、細型パネル共同調達によるコスト低減等を図るとともに、営農型
SSの普及拡大や人材育成、他地域への横展開を推進

① 独自の細型パネルを採用し、水田
２か所にオフサイト営農型太陽光
発電(2,220kW)・蓄電池を導入
することにより、日照量減少の影響
を軽減

② 水田営農型SSにて発電した電力
は地域新電力「しおさい電力」経
由で先行地域内の高圧需要家に
供給

③ 住宅・民間施設等にオンサイト太陽
光発電(6,363kW)・蓄電池を導入

匝瑳市：そうさ！匝瑳モデルで脱炭素！
～ソーラーシェアリングを中心とした脱炭素化推進プロジェクト～

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 米ぬかから製造される米油由来のバイオ燃料プラントを豊和・春海地区に
導入し、製造された燃料を地域の農業機械に利用することにより軽油利

 用を軽減、生産した米をゼロカーボン米としてブランド化
② 市内の植木業者から排出される剪定枝を燃料として活用するバイオマスボ

イラーを導入し、避難所となる公共施設に熱供給を実施
③ 植木剪定枝や放置竹林の竹等からバイオ炭を製造し、市内の田畑に散

布し土壌改良剤として活用しながら、CO2の農地貯留を実施
④ 土地改良区による水田の給水時期調整により、中干期間を延長しメタン

ガス発生を抑制

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：豊和・春海地区、飯倉地区、中央地区
主 な エ ネ ル ギ ー 需 要 家
共 同 提 案 者

：
：
戸建・集合住宅2,432戸、民間施設45施設、公共施設11施設
匝瑳みらい株式会社、市民エネルギーちば株式会社、株式会社しおさい電力、株式会社富士テクニカルコーポレーション、学校法人千葉学園 千葉商科大学、国立大学法
人福島大学、匝瑳市植木組合、株式会社ETA Network Japan、株式会社エコグリーン、ボーソー油脂株式会社、千葉県大利根土地改良区、クレアトゥラ株式会社、株
式会社EG Forest、株式会社カインズ、八日市場金融団、三菱UFJ信託銀行株式会社、特定非営利活動法人環境エネルギー政策研究所、匝瑳市商工会

市の主要産業である稲作農家が集積し、従来から畑作営農型ソーラーシェアリング(SS)が導入されている豊和・春海地区における水田営農型SSの導入等によ
り、脱炭素化を実現。福祉・医療施設等を中核に「生涯活躍のまち」づくりを進める飯倉地区、市役所等の公共施設や商業施設が集積する中央地区と連携した
農福・防災連携の取組により、高齢者の雇用確保や市街地でのレジリエンス強化、更に営農型SSの研究・人材育成を行うソーラーシェアリング・アカデミー事業
の実施により、農業振興による関係・交流人口増加と移住・定住の促進を目指す。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

植木剪定枝による熱供給

米ぬか由来バイオ燃料の活用

ソーラーシェアリング(豊和・春海地区)

水田営農型SSの太陽光発電・蓄電池導入

バイオ炭による土壌改良・CO2の農地貯留

【施策間連携モデル】
農業×脱炭素

【地域間連携モデル】

住宅の太陽光発電・蓄電池導入

民間・公共施設の太陽光発電・蓄電池導入
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